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上場維持基準の適合に向けた計画書 

当社は、基準⽇ 2024 年 12 ⽉ 31 ⽇時点において、スタンダード市場における上場維持基準に適
合しない状況となったことから、下記のとおり上場維持基準の適合に向けた計画書を作成しまし
たので、お知らせいたします。 

 
記 

 

1.当社の上場維持基準への適合状況及び計画期間 
当社は、2022 年 4 ⽉に実施された東京証券取引所の市場区分の⾒直しに関して、スタンダード

市場を選択する申請書を提出いたしましたが、その移⾏基準⽇である 2021 年 6 ⽉ 30 ⽇時時点に
おいて、同市場の上場維持基準のうち流通株式時価総額について基準を充たしておりませんでし
た。当社は 2021 年 12 ⽉ 2 ⽇に「新市場区分の上場維持基準の適合に向けた計画書」を提出し、 
上場維持基準の適合に向けた取り組みを進めた結果、2023 年 12 ⽉ 31 ⽇時点において同市場のす
べての上場維持基準に適合していることを確認いたしました。しかしながら 2024 年 12 ⽉ 31 ⽇時
点では再び流通株式時価総額について上場基準を充たしていない状況となったことから、改めて
適合に向けた計画を作成するものです。 
 株主数 流通株式数 流通株式時価総額 流通株式⽐率 
当社の状況 
(基準⽇時点) 

1,456 ⼈ 10,051 単位      8.2 億円 81.05% 

上場維持基準 400 ⼈以上 2,000 単位以上 10 億円以上 25%以上 
計画期間   ―       ―   2026 年 12 ⽉末    ― 

※当社の適合状況は、東京証券取引所が基準⽇時点で把握している当社の株券等の分布状況を 
もとに算出を⾏ったものです。 
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2.上場維持基準の適合に向けた取組の基本⽅針、課題および取組内容 
 
(1)基本⽅針 
当社はスタンダード市場の上場企業として企業価値向上と株価の安定化と向上を図ってまいりま
す。半導体装置⽤電⼦機器や省エネ機器⽤電⼦機器については今後も安定した市場と考えてお
り、⾃動⾞関連向けの電⼦部品や産業機器向けの電⼦部品についても安定的な受注が⾒込まれ
ると思われます。当社では受注拡⼤に向けてタイ国での⽣産本格化やインド市場での拡販に注
⼒しております。また、国内では新しい分野への拡販を開始しており、ここ⼆、三年で成果が
上がってくるものと考えております。また、配当につきましては、株主への還元策としてここ
数年、年間 30 円の安定的配当を実施しております。 
 
(2)課題 
当社は株式数、流通株式数および流通株式⽐率については基準を満たしておりますが、流通株
式時価総額が基準を充たしておりません。その理由として株価の低迷が影響していると思われ
ます。したがって企業価値の向上と株式市場での適正な評価を得ることが課題であると考えて
おり、引き続いて課題に対する取り組みを推進して参ります。 
 
(3)取組内容 
当社では上記課題の取組として、国内では半導体装置⽤電⼦機器を中⼼として、⾃動⾞関連向
けや産業機器向けの電⼦部品の受注拡⼤をはじめ新分野である計測機器や住⽣活関連機器への 
拡販を進めております。⼀⽅海外については、中国では農業機器、建設機器、産業機器へのポ
テンショメーターの拡販を推進いたします。また、アセアンではビルテクノロジー、産業機器、
モビリティ⽤の抵抗器の拡販を進め、欧州、⽶国へは産業機器、建設機器、モビリティ向けの
ポテンショメーター、抵抗器の拡販を⾏って参ります。新製品として建設機械、農業機械、特
殊⾞両、船舶⽤のインテリジェントセンサー（スマートポジションセンサー）や産業機器⽤の
コンパクトサイズ新型⼤電⼒抵抗器の開発を進めております。 
 
                                     以 上 


